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2021年11月19日（金）14:00～15:30（13:50受付開始）
※申込締切日：2021年11月18日（木）

オンライン開催（ZOOM使用）

第１部：企業版ふるさと納税制度の概要と

寄附企業にとっての制度活用のポイント

第２部：自治体の企業版ふるさと納税活用事業のご紹介

【岩泉町】 魅力ある移住環境の整備事業

【北上市】 展勝地桜並木長寿命化対策事業

【盛岡市】 盛岡ＡＩ・ＩｏＴプラットフォーム事業

盛岡市動物公園再生事業

｢企業版ふるさと納税制度」
活用実践のポイント

本セミナーでは、企業版ふるさと納税制度を通じた
●「地域貢献に取り組む企業としてのPR効果」
●「自治体と企業の間での新たなパートナーシップ構築機会」
●「自治体の地域資源などを生かした新たな事業展開」
などについて、地方創生やSDGsの観点にも着目しご解説します。

地域を
元気に！！

【主催】



お問合せ

お申込方法（個人情報の取扱いに関して、以下の利用目的をご確認の上お申込みください。）

登 壇 者 ご 紹 介

岩泉町 政策推進課
統括室長 佐々木 章 氏

・

【盛岡ＡＩ・ＩｏＴプラットフォーム事業】セミナー・勉強会・実証実験支援・高度人材育成等を通じて、ＩＴ企業と製造業等
の異業種連携を促進し、オープンイノベーションによる新技術・新サービス創出のきっかけづくりの「場」を構築しようとするもの。
【動物公園再生事業】「One World-One Health」という理念のもと、人・動物・自然それぞれの福祉に資する各事業を展開
している中で、動物の健康を守る拠点である動物病院の改築を行い、生や死を伝える役割を果たし理念体現を目指すもの。

manordaいわて株式会社

経産省地域未来分野別エキスパートとして、地域課題解決への民間企業参入機会創出に従事。企業版ふるさと納税を
地域と企業をつなぐ新たな絆づくりと位置づけ、地方自治体における企業版ふるさと納税の積極活用を広く全国で推進中。
また全国各地の地域商社・DMO・まちづくり会社を運営している。2021年6月にmanordaいわて株式会社取締役就任。

※本セミナーはウェブセミナーのため以下の点にご注意ください
〇 インターネットの繋がる環境でご参加ください（Wi-Fi環境をおすすめします）
〇 通信環境により、音声・映像が途切れる可能性があります
〇 Wi-Fi接続以外のモバイル通信の場合、データ通信量が消費されます

以下のフォームより、必要項目をご入力の上、送信ください。
後日、ご登録のアドレスに視聴用URLをお送りいたします。

【個人情報の利用について】お申込みいただきました個人情報は、本セミナーの円滑な運営および各種情報提供の目的のためにのみ利用しま
す。お申込み内容に不備がある場合は、内容確認のお電話をさせていただくことがあります。お申込みいただいた方の個人情報の開示、削除の
お申し出等、お問い合わせにつきましては下記の「お問合せ」までお願いします。お申込者が反社会的勢力と判明した場合にはご参加をお断りさ
せていただきます。

https://forms.gle/9gxFthuDrmeqxRsT9

manordaいわて株式会社 https://www.manorda-iwate.co.jp

○セミナー内容・お申し込みについて
manordaいわて株式会社 担当：藤原・宮本 TEL：019-624-8100

【企業版ふるさと納税とは？】
企業版ふるさと納税とは、 2016年度より内閣府によって創設された企業が自
治体に寄附をすると税負担が軽減される制度です。
寄附の対象は、自治体が作成した地方創生に係る事業（内閣府に「地域再生
計画」として認可されたもの）が対象になります。
2020年度より制度が改正され、従来は企業が自治体の寄附した際に控除され
る割合が最大６割だったものが最大９割に引き上げられたことや、制度を通じて企
業と自治体の共創につながる取組みとしても注目されています。

※本セミナーにより当社は税務や法律などの助言を行うものではありません。法令や税制等にもとづき一般的な情報の提供を目的として制度のご案内をするもの
です。個別の申告等のお手続きにあたっては必要に応じて、税理士・公認会計士・弁護士などの専門家にご相談ください。

・

北上市 企画部政策企画課
主 任 古川 雄大 氏

盛岡市

当市を代表する観光地である北上展勝地は令和3年で開園100周年を迎えるが、植樹から100年が経過した桜並木は
老齢化による樹勢衰退が進んでおり、樹勢回復措置が急務となっている。今後も展勝地の桜を多くの方に楽しんでいただくた
め、そして北上展勝地の今後の更なる発展に向け桜の長寿命化対策を行うもの。

2016年に「子育て応援住宅整備」をPFI事業により東北初の取組としてスタートさせ、町内中心部に12戸を整備後、25
年間の運営を民間のSPCが行っている。今後も町の最重要課題である定住化を図ることを目的に、宅地分譲地の整備を進
めている。

取締役 公民連携部門チーフコーディネーター
斉藤 隆秀 氏

商工労働部 ものづくり推進課
都市整備部 公園みどり課

課 長 高橋 博文 氏
技 師 宮田 大睦 氏


